
ANNUAL BULLETIN OF RESEARCH INSTITUTE FOR SOCIAL SCIENCES
No. 53, 1-20, 2023

〔要約〕
　個人のエネルギーに関する知識や省エネ行動

（エネルギーリテラシー）が省エネ住宅の選好に
どのように影響するかを選択実験により実証分析
した。とりわけ太陽光パネルを設置する ZEH

（ゼッチ）と呼ばれる省エネ住宅に注目する。総
じて、日本の電源構成など一般的なエネルギーや
再生可能エネルギーに関する知識があることは、
省エネ住宅や太陽光パネルの選好には影響しな
かった。一方で、日本で実施されているエネル
ギー政策を多く知っていることや日常生活で普段
から省エネにつながる行動をしていることは省エ
ネ住宅を選好するという結果が得られた。複利計
算ができるなど金融リテラシーの高い人は総じて
省エネ住宅を選好せず、費用効率の高い機器を選
択できるなど投資リテラシーの高い人は省エネ住
宅や太陽光パネルを選好することも分かった。ま
た、個人のエネルギーリテラシーに関わらず、安
い初期費用、年間運転費用を大きく削減できるこ
と、補助金額が大きいことを省エネ住宅の選択で
重視していることも分かった。

キーワード　省エネ住宅、太陽光パネル、エネル
ギーリテラシー、選択実験

第 １ 節　はじめに

　近年、日本だけでなく、世界的にも地球温暖化
対策として、再生可能エネルギーの普及や省エネ
が求められている。家庭部門も例外ではなく、増
加傾向にある最終エネルギー消費量1）を減らし、
原子力発電所の停止による東日本大震災後のエネ
ルギー不足の解消や地球温暖化対策のため、節電
はもとより、冷蔵庫やエアコンといった省エネ家
電の普及が必要とされている。近年では、さらに
省エネを促進するため、住宅そのものの省エネが
進められている。とりわけ ZEH（ゼッチ）（ネッ
ト ･ ゼロ ･ エネルギー･ ハウス）と呼ばれる省エネ
住宅の普及も期待されている。これは、太陽光パネ
ルなどを設置し、再生可能エネルギーの利用による
発電により、年間のエネルギー消費量の収支をゼロ
とすることを目指した住宅のことを言う2）。2021年
に決定された日本政府の「第 ６ 次エネルギー基本
計画」では、「2030年において新築戸建住宅の ６
割に太陽光発電設備が設置されることを目指す。」
としている。省エネ住宅とは、家庭のエネルギー
消費において、約30％を占めている暖冷房のエネ
ルギー消費を抑えることのできる住宅を省エネ性
能の高い住宅という3）。省エネ住宅の実現には、
断熱、日射遮蔽、気密が柱となる。このような省
エネ住宅の性能を考えると次のようなメリットが
享受できる。1.「快適さ」：真冬や真夏でも少な
い暖冷房エネルギーで過ごしやすい。2.「経済
的」：光熱水費が節約できる。3.「健康的」：結露＊龍谷大学経済学部　准教授
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に関する情報や知識が乏しい場合が多く、高額な初
期費用がハードルとなり普及を阻害するというエネ
ルギー効率ギャップの問題が指摘されてきた6）。同
時に消費者の限定合理性の問題により、省エネ効
率の高い機器が選択されないという問題も指摘さ
れている。そのため各国政府は補助金や減税に
よって普及を支援し、省エネラベルの表示を義務
付け、消費者に運転費用や CO2排出量などの情
報を提供するなどしてきた。これまでも個人に年
間エネルギー費用や CO2排出量など省エネ機器
に関する情報を与えると、省エネ機器への選択を
促すことができるという研究は数多く実施されて
きた（Newell and Siikamäki 2014、Davis and Metcalf 
2016、平井他 2019、Lang et al. 2021など）。
　本稿では省エネ住宅に注目する。省エネ機器は
ある程度普及したと思われるが、省エネ住宅はこ
れから普及が必要であり、省エネ機器よりさらに
高額であるため、購入のハードルがさらに高くな
り、普及が容易でないと考えられるからである。
特に ZEH 型の省エネ住宅は購入費用がさらに高
価であるため、情報やリテラシーの役割が一層重
要と考えられる。また個人のエネルギーリテラ
シーや情報が給湯器や LED 電球など省エネ機器
の選択に役立つという研究7）は多く存在するも
のの、省エネ住宅に関しては研究が見られない。
本稿では、これまで省エネ機器で実施された研究
手法を省エネ住宅に当てはめ、違いを考察するこ
とになる。
　個人のエネルギーリテラシーが省エネ住宅の選
好にどのように影響するかを分析するためにいく
つかの手法を試した。まず個人に購入を想定する
仮想的な省エネ住宅を提示し、省エネ機能のない
住宅と比べて追加的にいくら省エネ住宅に支払い
できるかを答えてもらった。個人のエネルギーリ
テラシーを説明変数、追加的支払い金額を被説明
変数として、個人のエネルギーリテラシーが省エ
ネ住宅の金銭的評価（Willingness to Pay, WTP）
にどのように影響するかを回帰分析した。次に、
個人にいくつかの属性を持つ省エネ住宅と非省エ
ネ住宅を提示し、望ましい方を選択してもらった。
選択を被説明変数とし、プロビットモデルで個人
のエネルギーリテラシーが省エネ住宅の選好にど

によるカビやダニの発生を抑制できる。ヒート
ショックのストレスが少ない。「耐久性」：結露に
よる木材などの腐朽や建材の劣化が抑制できる。
ただし、初期費用である住宅購入価格が、省エネ
機能が充実しているほど高価であること、すでに
家を建てた場合、リノベーションが必要といった
問題点も考えられる。
　本稿では、上記に挙げた問題意識より、省エネ
住宅の普及が必要と考え、選好される条件を考え
る。その際、個人のエネルギーに対する知識・情
報の役割に注目する。つまりエネルギーに関する
リテラシーが高い、あるいは情報を持つ個人は省
エネ住宅に対してどのような選好をするか分析す
る。エネルギーリテラシーとはエネルギーに関す
る知識であり、いくつかのカテゴリーに分類でき
る。①エネルギーに関する知識全般、②エネル
ギーに関する認識、③省エネにつながる行動に分
けられる4）。①エネルギーに関する知識全般とは、
例えば、1kWh 当たりの電力コスト、デスクトッ
プパソコンを １ 時間起動したときの電力コスト、
実施されているエネルギー政策やエネルギー源に
関する知識などがある。②エネルギーに関する認
識とは、使用している月当たりの電気・ガス使用
料や契約している料金プランを把握しているかな
どがある。③省エネにつながる行動とは、日常生
活での省エネにつながる行動である。例えば、洗
濯物を詰め込んで洗濯するかどうか、使用しない
ときは電気機器の電源を切るかどうかなどがある。
個人にエネルギーに関するいくつかの質問をし、
個人のエネルギーリテラシーに関するスコアを計
算した。そしてどのようなエネルギーに対する知
識のある人が省エネ住宅を選好するか分析した。
加えて金融あるいは投資リテラシーの影響も考え
た。省エネ住宅を購入する際、同時にローンを組
むことが多く、金融リテラシーも省エネ住宅の選
好に大きく影響すると考えたからである5）。具体
的には、複利計算、インフレと購買力、初期費用
と運転費用の比較した上でより費用効率の高い機
器を選択できるかなどがある。
　省エネ機器や省エネ住宅の普及は、社会的必要
性が高いにも関わらず、初期費用である購入金額
が高額である一方、そのメリットや社会的必要性
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どのように影響するかは関心があるところである。
エコラベルは冷蔵庫やエアコンなど省エネ家電で
は義務つけられており、これを参考に購入する消
費者も多い。省エネ住宅ではこのような試みはあ
るものの9）、まだ普及しているとは言えず、エコ
ラベルが省エネ住宅の選好にどのように影響する
かは関心の高いところである。日本政府は省エネ
住宅の中でもとりわけ太陽光パネルを設置し、再
生可能エネルギーを利用する ZEH の普及を目指
している。太陽光パネルの有無も省エネ住宅の属
性に含める。個人のエネルギーに対するリテラ
シーの高さが省エネ住宅を購入する際に考慮され
るこれらの属性への評価にどのように影響するか
を計測することになる。特に、個人のエネルギー
リテラシーの高さが ZEH 型省エネ住宅の選好に
どのように影響するかに関心がある。
　総じて、日本の電源構成など一般的なエネル
ギーに関する知識があること、再生可能エネル
ギーに関する知識があることは、省エネ住宅や太
陽光パネルの選好には影響しなかった。一方で、
日本で実施されているエネルギー政策を多く知っ
ていることや日常生活で普段から省エネにつなが
る行動をしていることは省エネ住宅を選好すると
いう結果が得られた。複利計算ができるなど金融
リテラシーの高い人は総じて省エネ住宅を選好せ
ず、費用効率の高い機器を選択できるなど投資リ
テラシーの高い人は省エネ住宅や太陽光パネルを
選好することも分かった。また、個人のエネル
ギーリテラシーに関わらず、安い初期費用、年間
運転費用を大きく削減できること、支給される補
助金額が大きいことを省エネ住宅の選択で重視し
ていることも分かった。
　本稿の構成は次のようになる。第 ２ 節では関連
する先行研究を概観する。第 ３ 節でアンケートと
エネルギーリテラシーの質問内容とその結果を説
明し、第 ４ 節では分析手法を説明する。第 ５ 節で
推定結果を考察し、第 ６ 節で、結論と政策的含意、
今後の課題を述べる。

第 ２ 節　関連する先行研究

　本節ではエネルギーリテラシーに関する研究を

のように影響するかを分析した。最後に選択実験
（コンジョイント分析）を実施した。 ２ つ目の方
法も選択実験であるが、 ３ つ目の方法は、個人に
様々な属性を持つ住宅に関する ３ つの選択肢を提
示し、最も望ましいものを １ つ選んでもらい、同
じような選択質問を １ 人当たり10問答えてもらっ
た。10問の選択質問で、住宅の属性の水準が様々
に異なるところが ２ つ目の手法と異なる。 ３ つの
選択肢のうち、 １ つは省エネ機能のない住宅、残
る ２ つを省エネ住宅とした。得られた回答を個人
の選好多様性を認めるより一般的な離散選択モデ
ルであるランダムパラメーターロジットモデルを
用いた。いずれの方法も仮想的な省エネ住宅を提
示し、金銭的評価をしてもらう、あるいは選択し
てもらうという表明選好法（Stated Preference 
Method, SP）である8）。ランダムパラメーターロ
ジットモデルでは、ベイズの公式を用いて、すべ
ての属性変数に対して、個人ごとにパラメーター
を計算することができる。推定されたパラメー
ターから各属性に対する WTP を計算し、WTP
を被説明変数、エネルギーリテラシーを説明変数
として、エネルギーリテラシーが太陽光パネルな
どそれぞれの省エネ住宅の属性に対する選好にど
のように影響するかを分析する。同時に潜在クラ
スモデルでの分析も実施した。ランダムパラメー
ターロジットモデルが個人の選好の分布を見るの
に対し、潜在クラスモデルでは、個人を選好の異
なるいくつかのグループに分割できると想定し、
メンバーシップ関数を用い、個人の社会的属性な
どを説明変数として推定することで、どのような
個人が、どの選好グループに属するかを明らかに
する。エネルギーリテラシーに関する変数をメン
バーシップ関数の説明変数に用い、グループごと
の WTP を計算し、エネルギーリテラシーの高い
個人が省エネ住宅のそれぞれの属性に対してどの
ように選好するか知ることができる。
　選択実験における省エネ住宅が持つ属性として、
初期費用である購入価格、省エネ住宅に住むこと
による年間電気・ガス料金削減額、補助金額、
CO2排出量削減率、エコラベルによるエネルギー
効率表示、太陽光パネルの有無を取り上げる。エ
コラベル（省エネラベル）が省エネ住宅の選好に



4 社会科学研究年報

2023　No. 53

リテラシーの高い個人がエネルギー効率の高い機
器に対して高い WTP を示しているとの結果を得
ている。Blasch et al.（2019）では、個人にエネ
ルギー効率の高い電球や冷蔵庫など家庭用電気機
器をどのように採用させるかという、いわゆるエ
ネルギー効率ギャップに対する答えとして、エネ
ルギー効率の高い機器に関する正しい情報を掲示
することと、消費者にエネルギーや投資のリテラ
シー教育をするという ２ つの方法を提案している。
スイスの家庭を対象にしたところ、エネルギーや
投資のリテラシーがある個人は最もエネルギー効
率の高い機器を選択するという結論を得ている。
手法はランダム化実験を行っている。Blasch et 
al.（2022）では、消費者はエネルギー効率の高い
機器を選択する際に、限定合理性があるため、エ
ネルギー効率ギャップを引き起こすと考えており、
機器の生涯費用を見積もれないとも考えている。
そこで ２ 種類のランダム化実験でエネルギーと投
資のリテラシーがエネルギー効率の高い機器の選
択に影響することを検証している。生涯費用の算
出方法について、一方は短い教育プログラムを提
供、もう一方はオンラインの計算ツールへのアク
セスを提供している。その結果、ともに生涯費用
の低い機器の選択に導くという結論を得ている。
He et al.（2022a）では、中国とオランダで調査し、
エネルギーラベルが省エネ機器の選択に与える影
響を選択実験により明らかにしている。エネル
ギー効率の表示方法を ２ 通り（カテゴリー、連
続）提示し、連続の方がエネルギー効率の高い機
器を選択する傾向があるという結論を得ている。
しかしながら個人のエネルギーリテラシーの影響
は様々であった。一方で He et al.（2022b）では、
エネルギーラベルに地球温暖化ガス排出量を表記
している。しかしながらあまり省エネ機器への選
択には影響しない。先行研究では、冷蔵庫や湯沸
し器など機器に関するものが多いが、これらの研
究を省エネ住宅に当てはめ、どのような結果得ら
れるかに関心がある。エネルギーリテラシーに関
する質問もこれらの先行研究を参考にした。

考察する。Broek（2019）では、エネルギーリテ
ラ シ ー を 定 義 し、分 類 し て い る。① device 
energy literacy、② action energy literacy、③
financial energy literacy、④ multifaceted energy 
literacy の ４ つである。① device energy literacy
とは、家庭用電気機器のエネルギー消費量に関す
る 知 識 で あ る。② action energy literacy と は、
省エネにつながる行動に関するリテラシー、③
financial energy literacy とは、省エネ機器に投
資をすることによる長期的な金銭的節約と初期投
資のトレードオフに対する経済的意思決定である。
④ multifaceted energy literacy は、先 の ３ つ の
エネルギーリテラシーを包括するような概念であ
る。さらに節電行動との関係を調べており、
action energy literacy は節電を促す一方、他は
節電を促さないという結果を得ている。Blasch 
et al.（2021）では、エネルギーを消費する耐久
財の購入において、エネルギーに関するリテラ
シーが重要であると認識している一方で、金融リ
テラシーと比べてエネルギーリテラシーは総じて
低く、とりわけ1kWh あたりの平均的な電気料金
は ２ 割程度しか正確に回答できなかった。リテラ
シーが高いほどエネルギー効率の高い電球を選択
するという結果も得ており、エネルギーに関する
リテラシーを高めるような教育やツールの普及が
必要であるとの結論を得ている。
　Brounen et al.（2013）では、オランダの家庭
に対して、エネルギーリテラシーやエネルギーに
対する認識を質問し、これらが、エネルギー消費
量やエアコンの温度設定にどのように影響するか
を、サーベイデータを用いて実証分析している。
個人のエネルギーリテラシーはそもそも低く、エ
ネルギーリテラシーや認識よりも、個人の社会的
属性や消費者の態度が、省エネ行動に影響すると
の結論を得ている。Blasch et al.（2017）では、
スイスの家庭に対して、個人のエネルギーや金融

（投資）のリテラシーが、電力消費量にどのよう
に影響するかを、2010年から2014年のサーベイ
データを用いて実証分析している。Brent and 
Ward（2018）では、金融リテラシーの高さとエ
ネルギー効率の高い機器（湯沸し器）の購買行動
の関係を選択実験により実証分析している。金融
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職業分類

会社員・役員 613 61.3
自営業 82 8.2
専門職 36 3.6
公務員 37 3.7
学生 ９ 0.9
専業主婦・専業主夫 104 10.4
パート・アルバイト 82 8.2
無職・定年退職 21 2.1
その他（該当なし） 16 1.6

年収（家
計所得、
税込み）

200万円未満 127 12.7
200万円～400万円未満 175 17.5
400万円～600万円未満 232 23.2
600万円～800万円未満 195 19.5
800万円～1000万円未満 118 11.8
1000万円以上 153 15.3

学歴
中卒・高卒 177 17.7
専門学校・短大卒 181 18.1
大卒・大学院卒 642 64.2

同居人数

単身 163 16.3
２ 人 239 23.9
３ 人 294 29.4
４ 人 216 21.6
５ 人以上 88 8.8

家族構成
（複数
回答可）

子供（19歳未満）と
同居

393 47.0

子供（19歳以上）と
同居

130 15.5

高齢者（65歳以上）と
同居

204 24.4

あてはまるものはない 197 23.5

　次にエネルギーリテラシーに関する質問とその
回答を解説する。これらの回答を利用して省エネ
住宅への選好に対する説明変数とする。これらの
質問をいくつかのカテゴリーに分類した。実際の
分析ではカテゴリーごとに集計したエネルギーリ
テラシーに関する変数を作成し、説明変数に利用
する。変数の作成にあたっては、正解を １ つ選ん
でもらう質問については正解者を １ 、不正解者を
０ とする正解ダミー変数を作り合計する。その他
については各質問で説明する。なおカテゴリーご

第 ３ 節　アンケート調査の内容とエネルギー 
　　　　リテラシーの質問と回答

　調査はマイボイスコム株式会社が提供する
Web アンケートを利用し、2023年 ２ 月に実施し
た。サンプルは、日本全国に住む1000の家庭を対
象とした。ただし今後 ５ 年以内に戸建住宅購入の
予定がある家庭に限定した。年間所得など個人の
社会的属性に関する質問やエネルギーリテラシー
に関する質問をした。表 １ は回答者の社会属性で
ある。

度数 ％

居住地域

北海道 44 4.4
東北 48 4.8
関東 448 44.8
北陸 38 3.8
中部 99 9.9
近畿 177 17.7
中国 56 5.6
四国 14 1.4
九州 76 7.6
男性 611 61.1
女性 389 38.9
20代 84 8.4
30代 258 25.8
40代 375 37.5
50代 283 28.3
平均値 43.43
最大値 59
最小値 20
中央値 44
最頻値 49
標準偏差 9.16

未既婚
結婚していない
（未婚・離死別）

365 36.5

結婚している 635 63.5

表 １　回答者の社会属性

性　別

年齢(歳)

年齢階層
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た人を除くと、正解の含まれる20円以上30円未満
が 最 も 多 く、正 解 の 27 円 と 答 え た 人 は 11 人

（0.11％）いた。変数の作成に当たっては、正解
の27円と回答した人を １ とするダミー変数とした。
なお「分からない」と回答した人は662人であっ
た。

回答数 回答％
15W 44 4.4
30W 119 11.9
60W 234 23.4
80W 72 7.2
100W 以上 67 6.7
分からない 464 46.4

正解：約60W

２ ．再生可能エネルギーに関する質問（再エネ）
　太陽光パネルの選好を計測するため、再生可能
エネルギーに関する知識も尋ねた。再生可能エネ
ルギーに関する知識がある人は省エネ住宅を選好
すると想定する。

とではなく、すべての質問の回答からエネルギー
リテラシーの変数も作成した。この作成方法につ
いても各質問で説明する。

１ ．エネルギー全般に関する質問（変数名：全般）

　まずエネルギーに関する一般的な知識を問う質
問について説明する。エネルギーに対する関心が
高く、知識を持つ人は省エネ住宅を選好すると想
定する。

原子力

化石燃
料（石
炭、石
油、天
然ガス）

再生可能
エネル
ギー（水
力除く）

回答数 回答％

１ 20% 40% 5% 284 28.4
２ 5% 70% 15% 401 40.1
３ 30% 30% 30% 137 13.7
４ 分からない 178 17.8

正解：選択肢 ２

回答数 回答％
天然ガス 106 10.6
石炭 595 59.5
原子力 79 7.9
太陽光 39 3.9
水力 11 1.1
風力 10 １
バイオマス 14 1.4
分からない 146 14.6

正解：石炭

Q　日本で2023年 ２ 月現在の1kWh あたりの平 
　　均的な電気料金はいくらですか。
　正解は約27円である。なお回答の分布は図 １ の
ヒストグラムのようになった。100円以上と答え

表 ２　Q　現在（2022年度）の日本の電源構成は 
　　　どのようになっていますか。最も近いと思 
　　　われるものを１つ選んで下さい。

表 ３　Q　次のうち CO2など地球温暖化ガス排出 
　　　量の最も多いエネルギー源はどれですか？ 
　　　最も当てはまるものを１つ選んで下さい。

表 ４　Q　明るさ800ルーメンの LED 電球と同じ 
　　　ぐらいの明るさを持つ一般白熱電球はどれ 
　　　ですか。最も当てはまるものを １ つ選んで 
　　　下さい。

図 １　回答のヒストグラム
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表 ８ 　Q　固定価格買取制度で買い取られる再
　　　生可能エネルギー電気の買い取りに要
　　　した費用は、再エネ賦課金によってま
　　　かなわれます。再エネ賦課金は誰が負
　　　担しますか。最も当てはまるものを １
　　　つ選んで下さい。

回答数 回答％

電力会社 167 16.7

国・地方自治体 191 19.1

家庭も含む電気利用者 370 37.0

一般企業 23 2.3

分からない 249 24.9
正解：家庭も含む電気利用者

表 ９ 　Q　次のうち再生可能エネルギーに当た
　　　るものはどれですか？当てはまるものを
　　　すべて選んで下さい。

回答数 回答％

石炭 80 8.0

石油 94 9.4

天然ガス 129 12.9

風力 646 64.6

太陽光 690 69.0

地熱 595 59.5

原子力 81 8.1

バイオマス 502 50.2

分からない 126 12.6
正解：風力、太陽光、地熱、バイオマス

　変数の作成に当たっては、正解の ４ つをすべて
回答している人を正解者として、正解ダミー変数
を作った。なお正解者は330人（33％）であった。

３ ．日本で2023年 ２ 月現在実施されている 
　　エネルギーに関連する政策（政策）
　エネルギー政策についても質問した。政策を
知っている人ほど省エネ住宅を選好すると想定す

回答数 回答％
５ 年 74 7.4
10年 342 34.2
15年 100 10
20年 86 8.6
分からない 398 39.8

 正解：10年

表 ６ 　Q　2022年度の太陽光発電（10kW 未満）
　　　の １ kWh あたり調達価格等／基準価格
　　　はおおよそいくらですか。最も当ては
　　　まるものを １ つ選んで下さい。

回答数 回答％
10円未満 66 6.6
10円以上15円未満 165 16.5
15円以上20円未満 156 15.6
20円以上30円未満 102 10.2
30円以上40円未満 36 3.6
40円以上 18 1.8
分からない 457 45.7
正解：17円（15円以上20円未満）

表 ７ 　Q　2012年から始まった再生可能エネル
　　　ギーの固定価格買取制度の1kWh あたり
　　　調達価格等／基準価格は開始以降全般的
　　　にどのような傾向ですか。最も当てはま
　　　るものを １ つ選んで下さい。

回答数 回答％
上昇 202 20.2
低下 402 40.2
変わらない 110 11.0
分からない 286 28.6
正解：低下

表 ５　Q　固定価格買取制度を利用して、住宅用 
　　　太陽光発電（10kW 未満）で発電した場合、 
　　　売電できる買取期間は何年ですか？最も当 
　　　てはまるものを１つ選んで下さい。
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「全くしない」を ５ 、「ほとんどしない」を ４ 、
「たまにする」を ３ 、「よくする」を ２ 、「いつも
する」を １ と割り当てた。これらの数字を合計し
てエネルギーリテラシーに関する変数とした。す
べての質問でエネルギーリテラシーの変数を作成
する際は、 ４ または ５ を回答した個人をエネル
ギーリテラシーが高いと考え、 １ を割り当て正解
ダミー変数とする方法も実施した。一方で、 １ 、
２ 、 ３ と回答した個人には ０ を割り当てた。これ
も個人ごとに合計スコアを計算し、これをエネル
ギーリテラシーに関する変数とした。

５ ．節電のために実施したこと（行動 ２ ） 
　日常生活で普段から実施している省エネ行動に
対し、省エネの制度などを利用して節電を実施し
たかも尋ねた。より多く実施しているほど省エネ
住宅を選好すると想定した。

る。
　各設問に対して、正解を １ とし、合計を変数と
して利用した。すべての質問でエネルギーリテラ
シーの変数を作成する際は ５ つ以上を正解した人
を正解ダミーとした。

４ . 日常生活における省エネにつながる行動 
　（行動 １ ）
　日常生活において省エネ行動を実施している人
ほど省エネ住宅を選好すると想定した。
　エネルギーリテラシーの高さを表す行動につい
て、自身と家族が「よくする」から「ほとんどし
ない」までのいずれかを回答してもらった。省エ
ネにつながる行動をするほどエネルギーリテラ
シーが高いと考えた。エネルギーリテラシースコ
アの計算に当たっては、行動が省エネに望ましい
順に並べ、数字を割り当てた。例えば、 １ つ目の

「テレビやラジオをつけっぱなしにする」では、
「全くしない」が省エネには最も望ましく、最も
エネルギーリテラシーが高いと考える。従って、

表10　Q　日本で2023年 ２ 月現在実施されているエネルギーに関連する政策はどれですか。
それぞれ当てはまるものにチェックをして下さい。

実施 実施していない 分からない

再生可能エネルギーの固定価格買取制度
411 185 404
41.1 18.5 40.4

節電プログラムであるデマンドリスポンス
258 222 520
25.8 22.2 52.0

家電の省エネルギーラベリング制度
283 222 495
28.3 22.2 49.5

住宅の省エネルギーラベリング制度
285 215 500
28.5 21.5 50.0

電気自動車補助金・免税
524 199 277
52.4 19.9 27.7

省エネ家電の補助金
444 225 331
44.4 22.5 33.1

電力の小売自由化
624 170 206
62.4 17.0 20.6

ガスの小売自由化
542 204 254
54.2 20.4 25.4

正解：住宅の省エネルギーラベリング制度以外は実施
（上段：回答数、下段：回答率％）
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７ ．投資リテラシーに関する変数（投資）
　金融リテラシーと並び、省エネ住宅の購入では
初期費用の高額さと年間電気・ガス料金という運
転費用の削減を比較して決定すると考えられるた
め、投資に関するリテラシーも考えた。投資のリ
テラシーが高いほど省エネ住宅や太陽光パネルを
選好すると想定される。

　回答者が実施した数をエネルギーリテラシーに
関する変数とした。すべての質問でエネルギーリ
テラシーの変数を作成する際は、 ５ つ以上実施と
回答した人を １ とするダミー変数を作成した。

６ ．金融リテラシーに関する質問（金融）
　省エネ住宅の購入には借入を伴うため金融リテ
ラシーに関する質問もした。

表11　Q　次の行動について、それぞれあなた自身あるいはご家族に当てはまるものを選んで下さい。

全くしない ほとんどしない たまにする よくする いつもする

テレビをつけっぱなしにする
307 307 255 96 35
30.7 30.7 25.5 9.6 3.5

部屋を出るときは電気を消す
40 109 151 260 440
4.0 10.9 15.1 26.0 44.0

冷暖房機器をつけたり消した
りする

102 236 296 208 158
10.2 23.6 29.6 20.8 15.8

夏の冷房を26℃以下にする
175 226 248 184 167
17.5 22.6 24.8 18.4 16.7

テレビなどの電気機器を使用し
ないときはコンセントを抜く

295 223 234 113 135
29.5 22.3 23.4 11.3 13.5

洗濯機に衣類を詰め込んで洗
濯する

145 238 338 190 89
14.5 23.8 33.8 19.0 8.9

洗濯にはお湯を使う
411 202 198 108 81
41.1 20.2 19.8 10.8 8.1

資源保護の認証（エコラベルな
ど）がある商品（家電など）の
購入

130 246 421 135 68

13.0 24.6 42.1 13.5 6.8

余った食材の廃棄や食べ残し
をする

258 363 248 85 46
25.8 36.3 24.8 8.5 4.6

マイバッグを持ち歩く（レジ袋を
受け取らない）

42 91 162 215 490
4.2 9.1 16.2 21.5 49.0

リサイクルの利用
48 177 369 248 158
4.8 17.7 36.9 24.8 15.8

地産商品の購入
58 158 437 228 119
5.8 15.8 43.7 22.8 11.9

（上段：回答数、下段：回答率％）
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表14　Q　預金金利年率 １ ％で物価上昇率が年
　　　率 ３ ％のとき、 １ 年後の預金が持つ購買
　　　力はどのようになりますか？最も当ては
　　　まるものを １ つ選んで下さい。

回答数 回答％
上がる 150 15.0
下がる 538 53.8
変わらない 83 8.3
分からない 229 22.9
正解：下がる

表15　Q　給湯器の買い替えを検討していると
　　　します。次の ２ つの給湯器のうちどちら
　　　を購入しますか？ただし使用期間を10年
　　　とします。

回答数 回答％
給湯器 A　購入価格が30万
円で、運転費用が月額7000
円（年間 ８ 万4000円）

134 13.4

給湯器 B　購入価格が40万
円で、運転費用が月額5000
円（年間 ６ 万円）

698 69.8

どちらでもいい 168 16.8
正解：給湯器 B

表16　Q　購入費用が20万円、年間運転費用が
　 ５ 万円の給湯器 A と購入費用40万円、年間運
　転費用が ２ 万5000円の給湯器 B がある。給湯
　器 B を使用するとき、運転費用の安さで、購
　入金額の超過金額を約何年で回収できますか。
　最も当てはまるものを １ つ選んで下さい。

回答数 回答％
１〜２   年 31 3.1
３〜４   年 106 10.6
５〜  ６ 年 138 13.8
７〜８   年 327 32.7
９〜 10年 113 11.3
11年以上 55 5.5
分からない 230 23.0
正解：20万÷ ２ 万5000円＝ ８ 年

表12　Q　節電のために何をしましたか。それ
　　　ぞれ当てはまるものにチェックをして下
　　　さい。

　 実施 実施して
いない

省エネ家電への買い替え（エ
アコン）

419 581
41.9 58.1

省エネ家電への買い替え（冷
蔵庫）

324 676
32.4 67.6

省エネ家電への買い替え（照
明器具）

453 547
45.3 54.7

省エネ家電への買い替え（テ
レビ）

257 743
25.7 74.3

デマンドリスポンス制度の利用
147 853
14.7 85.3

電力会社、ガス会社の変更
（どちらかでも可）

323 677
32.3 67.7

電気、ガスの料金プランの変
更（どちらかでも可）

285 715
28.5 71.5

家庭用燃料電池の購入
127 873
12.7 87.3

（上段：回答数、下段：％）

表13　Q　金利年率 ５ ％で100万円借入すれば、
　　　 ５ 年後にはいくら返済しないといけませ
　　　んか？最も当てはまるものを １ つ選んで
　　　下さい。

回答数 回答％
80万円 18 1.8
105.5万円 118 11.8
125万円 405 40.5
127.6万円 272 27.2
分からない 187 18.7
正解：127.6万円
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提示した。

表17　提示した住宅

属性 非省エネ住宅 省エネ住宅

購入費用
( 土地代除く）

2000万円 2000万円＋α

年間電気・ガス
運転費用
( 月当たり）

15万円
（1万2500円）

5万円
（4167円）

補助金 0円 50万円

CO2削減率 0% 50%

エコラベル ☆☆ ☆☆☆☆☆

太陽光パネル
(エネルギー源）

設置しない
( 化石燃料）

設置
( 太陽光）

　表17で提示した住宅を想定して省エネ住宅への
追加的支払い額を回答してもらった。当てはまる
追加支払額の選択肢を選んでもらう。同様の手法
は Lang and Lanz（2021）でも用いられ、multiple 
price list payment ladder of rent increases に よ
り温水機器のリプレイスに対する金銭的評価を計
測している。回答で得られた追加的支払い意思額
を被説明変数に、エネルギーリテラシーに関する
変数を説明変数とし、回帰分析をする。ただし被
説明変数である追加的支払い意思額に ０ 円が含ま
れ、これが下限となるため、トービットモデルを
用いる。表18は使用したアンケートとその結果で
ある。

4.2　選択実験（ ２ 択）による選好の計測
　次に選択実験により省エネ住宅の選好を計測し
た。購入の初期費用など様々な属性を持つ表19の
ような ２ つの住宅を提示し、望ましい方を １ つ選
択してもらった。想定する住宅の属性は4.1の質
問と同じである。ただし省エネ住宅の購入費用は
2500万円としている。被説明変数である選択肢が
２ つであるため、プロビットモデルで推定した。
説明変数にエネルギーリテラシーに関する変数を
用いた。

第 ４ 節　省エネ住宅の評価方法

　本節では省エネ住宅の評価方法を説明する。大
きく ３ パターン試みた。

4.1　支払い意思額（WTP）の計測
　省エネ住宅の評価方法として、ある仮想的な省
エネ住宅に対して、省エネ機能のない住宅と比べ
て、追加的にいくら支払うことができるかを計測
する。つまり省エネ住宅に対する支払い意思額

（WTP）を計測する。太陽光パネルなど再生可能
エネルギーで発電する ZEH 型省エネ住宅を購入
するのに、非省エネ住宅と比べて追加的にいくら
支払うかを示し、当てはまる金額を選んでもらっ
た。非省エネ住宅を2000万円とし、住宅の属性と
して、延床面積30坪、 ２ 階建、 ３ LDK を想定し、
30年住むと考えてもらった。ただし土地費用は含
まないとした。経済的価値を評価してもらう省エ
ネ住宅の属性は次のようなものを想定した。
①年間電気・ガス運転費用

省エネ住宅では非省エネ住宅と比べ、電気・ガ
スの費用を大幅に削減できると考えた。非省エ
ネ住宅では15万円であるのに対し、省エネ住宅
では ５ 万円とした。

②補助金
省エネ住宅を購入すると、国や自治体から補助
金が50万円支給されると考えた。

③ CO2削減率
省エネ住宅では、地球温暖化の原因といわれる
CO2排出量を50％削減できると考えた。

④エコラベル
省エネ家電と同様、エネルギー効率を表すラベ
ルを表示した。最高水準の星 ５ つとした。非省
エネ住宅は星 ２ つとした。

⑤太陽光パネル
太陽光パネルの設置により、年間電気料金を節
約できる。また地球温暖化対策にも貢献できる。
固定価格買取制度を利用して、余剰電力を売却
することで、10年間売電収入が見込める。太陽
光パネルを設置しない場合、使用するエネル
ギー源は化石燃料とする。

以上の属性を踏まえて、次の表17のような住宅を
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積30坪、 ２ 階建、 ３ LDK を想定している。従来
型の省エネ機能のない住宅は、2000万円（土地費
用含まない）とする。省エネ住宅は従来型の住宅
と比べて購入費用が高くなると考える。
　これまでの質問と同様、それぞれの住宅はいく
つかの属性を持つ。価格など属性の水準が様々に
変化する。表20のような選択肢を回答者に提示し、
最も望ましいものを １ つ選んでもらった。 １ 人の
回答者に属性の水準を変えたものを10問答えても
らった。この点が ２ 選択肢の場合と異なる。
　選択実験ではいくつかの属性を持つ住宅を個人

4.3　選択実験（ ３ 択）による選好の計測
　
　もう １ 種類の選択実験を実施した10）。選択肢
は次の ３ つである。
　
　選択肢 １ ：従来型住宅（省エネ機能なし）
　選択肢 ２ ：省エネ住宅
　選択肢 ３ ：省エネ住宅
　
　住宅の属性としては前の質問と同様に、延床面

表18　支払い意思額の結果
選択肢 非省エネ住宅 省エネ住宅 回答数 回答％

１ 2000万円 2000万円（＋ ０ 円） 108 10.8
２ 2000万円 2050万円（＋50万円） 67 6.7
３ 2000万円 2100万円（＋100万円） 117 11.7
４ 2000万円 2150万円（＋150万円） 63 6.3
５ 2000万円 2200万円（＋200万円） 155 15.5
６ 2000万円 2250万円（＋250万円） 92 9.2
７ 2000万円 2300万円（＋300万円） 103 10.3
８ 2000万円 2350万円（＋350万円） 57 5.7
９ 2000万円 2400万円（＋400万円） 43 4.3
10 2000万円 2450万円（＋450万円） 52 5.2
11 2000万円 2500万円（＋500万円） 49 4.9
12 2000万円 2550万円（＋550万円） 24 2.4
13 2000万円 2600万円（＋600万円） 18 1.8
14 2000万円 2600万円（＋650万円） 10 1.0
15 2000万円 2700万円（＋700万円） 10 1.0
16 2000万円 2750万円（＋750万円） ５ 0.5
17 2000万円 2800万円（＋800万円） 27 2.7

表19　選択する住宅
属性 選択肢 １ ：非省エネ住宅 選択肢 ２ ：省エネ住宅
購入費用（土地代除く） 2000万円 2500万円
年間電気・ガス運転費用（月当たり） 15万円（ １ 万2500円） ５ 万円（4167円）
補助金 ０ 円 50万円
CO2削減率 ０ % 50%
エコラベル ☆☆ ☆☆☆☆☆
太陽光パネル（エネルギー源） 設置しない（化石燃料） 設置（太陽光）
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2500円）のいずれかを想定する（括弧内は月当た
り）。
③補助金など政府支援
　省エネ住宅の普及促進は政府の政策でもあるた
め、購入すると政府から補助金がもらえる、減税
を受けるなど何らかの金銭的支援が受けられるこ
とが多い。その支援金額を考える。 ０ 円、50万円、
100万円のいずれかを想定する。
④ CO2削減率
　省エネ住宅は従来型住宅と比べて、地球温暖化
の原因にもなる CO2を削減することができる。
その削減率を考える。20％、50％、80％のいずれ
かを想定する。
⑤エコラベル（エネルギー効率性）
　省エネ冷蔵庫やエアコンと同様に、省エネ住宅
にも省エネ効率を示すラベルを提示する。 ５ 段階
で、エネルギー効率が高い順に星印1つ、2つ、3
つ、4つ、5つとした。比較対象の非省エネ住宅は
２ つとした。省エネ住宅は非省エネ住宅より省エ
ネ効率が優れているため、 ３ 以上のいずれかにな
る。星の数は、省エネ性マーク、省エネ基準達成
率、エネルギー消費効率、目標年度など様々な指
標を総合的に評価したものと考えた。
⑥太陽光パネルの設置とその金額
　ZEH 型省エネ住宅を想定し、太陽光パネルや
蓄電池の設置の有無とその費用を考える。太陽光
パネルの設置により、年間電気料金を節約できる、
地球温暖化ガスの削減に貢献できるといったメ
リットがある。設置費用は、100万円とした。設

に提示する。その際、属性の数をいくつにするか
が問題である。少なすぎると財・サービスの特徴
を表現するのに不十分であり、多すぎると選択に
困ることになる。一般的に ５ 、 ６ 個が適当と言わ
れている。属性とその水準を決定し、様々な組み
合わせを持つカードを組み合わせてプロファイル
を作成する。しかしながらあらゆる組合せを考え
れば膨大になり、属性間に相関があれば多重共線
性の問題も生じる。そこでこのような問題を回避
するために、直交計画法により組合せを決定し、
非現実なもの、誰もが選択しそうなものを取り除
いて、プロファイルを作成した。なお直交計画法
は栗山（2013）「Excel でできるコンジョイント

（選択型実験）Version 3.0」を使用した。
　次に各選択肢の属性を説明する。使用した属性
と採用した理由とその水準は次のようになる。
①住宅購入価格（初期費用）
　省エネ住宅を購入する場合、非省エネ型と比べ
て追加的にいくらの初期費用がかかると考えられ
る。その追加的にかかる費用を考える。選択肢 １
の省エネ機能のない住宅では、常に2000万円（土
地費用含まない）とし、追加的な初期費用として、
200万円、400万円、600万円のいずれかを想定す
る。
②年間電気・ガス使用料金の削減額
　省エネ住宅に住むと、従来型の住宅と比べて、
運転費用である電気・ガス費用を削減できると考
える。その年間での削減金額を考える。 ５ 万円

（約4167円）、10万円（約8333円）、15万円（ １ 万

表20　選択肢例

属性 選択肢 １ ：非省エネ住宅 選択肢 ２ ：省エネ住宅 選択肢 ３ ：省エネ住宅

追加初期費用（合計） ０ 円（2000万円） 400万円（2400万円） 600万円（2600万円）

年間電気・ガス費用削
減額（月当たり） ０ 円 10万円削減（8333円）

15万円削減
（ １ 万2500円）

補助金 ０ 円 150万円 ０ 円

CO2削減率 ０ % 50％削減 50％削減

エコラベル ☆☆ ☆☆☆ ☆☆☆

太陽光パネル
（エネルギー源） 設置しない（化石燃料） 100万円で設置

（太陽光） 設置しない（化石燃料）
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を分析した。本節では推定結果を比較し、エネル
ギーリテラシーの効果を考察する。総じて様々な
結果が得られた。まず4.1と4.2の結果を比較する。
表22は ２ つの分析結果を比較したものである。金
融リテラシーがともに係数の符号が負で有意であ
る以外は、結果が異なっている。金融リテラシー
の高い人、つまり複利計算やインフレ時の購買力
の低下を理解している人は、省エネ住宅を選好し
ないと言える。省エネ住宅は非省エネ住宅と比較
して高価な傾向があり、一般的には借入を伴うこ
とが多い。仮に金融リテラシーの高い人が借入を
回避する傾向にあれば、省エネ住宅の購入も控え
ることも考えられる。一方で省エネ対策を多く実
施した人は、4.1の分析については、係数の符号
は正で有意であるのに対し、4.2の分析では負で
有意である。全般的に4.2の選択モデルでは有意
なものが多い。実施されているエネルギー政策を
多く知っている、日常生活で節電を心掛けている
人は省エネ住宅を選択する。再エネに関するリテ
ラシーが、選択モデルでは係数の符号が負で有意
であった。固定価格買取制度など再エネに関する
知識を持っている人ほど省エネ住宅を選択しない
ことになるが、例えば、買取価格が低下傾向であ
るなど問題点も知っていると、太陽光パネルを設
置する ZEH 型省エネ住宅に魅力を感じていない
と考えられる。選択モデルで投資リテラシーの係
数が正で有意であることから、エネルギー効率の
高い機器を選択できる人、運転費用の安さで初期
費用の高さを回収できる年数を計算できる人は、
初期費用と年間運転費用の削減を比較して合理的
に費用効率の高い省エネ住宅を選択していると考
えられる。エネルギー全般の知識に関する変数は、

置しない場合 ０ 円であり、使用するエネルギー源
は化石燃料（石油、石炭、天然ガス）となる。選
択肢 １ の従来型住宅では設置しない。太陽光パネ
ルの設置により、固定価格買取制度を利用して、
余剰電力を売却することで、10年間売電収入が見
込めるとする。
　以上より各属性の水準は表21にまとめた。
　 ３ 選択肢の選択実験では得られたアンケート結
果を用いて個人の選択行動を分析するために、ラ
ンダムパラメーターロジットモデルと潜在クラス
モデルを使用する。ランダムパラメーターロジッ
トモデルではパラメーターの分布を考慮すること
で個人の選好の多様性を反映する。さらにベイズ
の公式を利用してすべての属性に対して、個人ご
とのパラメーターを求めることができる。それら
を初期費用である購入価格のパラメーターで割る
ことで各属性の WTP を個人ごとに計算する。求
めた WTP を被説明変数、エネルギーリテラシー
に関する変数を説明変数として、個人のエネル
ギーリテラシーが省エネ住宅の各属性に対する個
人の WTP にどのように影響するかを分析する11）。
潜在クラスモデルでは、メンバーシップ関数を使
用し、個人のエネルギーリテラシーが選好の多様
性にどのように影響するかを分析する12）。クラ
ス 数 は ３ と し た。い ず れ も 推 定 に は Limdep 
NLOGIT ６ を用いた。

第 ５ 節　推定結果と考察

　本稿では、個人のエネルギーリテラシーが省エ
ネ住宅とりわけ太陽光パネルを設置した ZEH 型
省エネ住宅に対する選好にどのように影響するか

表21　属性の水準
変数 水準

住宅購入価格 200万円、400万円、600万円

年間電気・ガス使用料金の削減額（月額）
５ 万円（約4167円）、10万円（約8333円）、15万円（ １ 万
2500円）

補助金 ０ 円、50万円、100万円
CO2削減率 20％、50％、80％
エコラベル 星印 ３ つ、4つ、5つ
太陽光パネルの設置 ０ 円（設置しない）、100万円



個人のエネルギーリテラシーが、省エネ住宅の選好に与える影響（木下） 15

住宅購入価格 −0.0028 ***
定数項 １ −1.7178 **
定数項 ２ 0.2532 ***
標準偏差
年間電気・ガス料金削減額 0.1316 ***
補助金額 0.0099 ***
CO2削減率 0.0191 ***
エコラベル 0.6395 ***
太陽光パネル 0.0082 ***
マクファーデン決定係数 0.2255
***：有意水準 １ ％、**：有意水準 ５ ％、*：有意水準10％

　次にエネルギーリテラシー変数を考慮した結果
を考察する。省エネ住宅そのものに対する選好よ
り、省エネ住宅が持つ属性に対する選好を計測す
る。つまり、個人が持つエネルギーリテラシーに
より、太陽光パネルの設置や CO2削減率といっ
た省エネ住宅が持つ個別の属性に対する評価がど
のように異なるかを分析することになる。そのた
め、エネルギーリテラシーに関する変数と属性変
数の交差項を設け、交差項の係数の符号と有意性
でエネルギーリテラシーによるそれぞれの属性に
対する選好の違いを評価する。エネルギーリテラ
シーに関する変数は、推定の複雑さを回避するた
め、金融リテラシーも含むすべてのエネルギーリ
テラシーに関する質問をまとめた １ つの変数を使
用した。表24は交差項の推定結果をまとめたもの
である。CO2削減率とエコラベルについては、交
差項は有意ではないため、エネルギーリテラシー
による CO2削減率とエコラベルに対する選好の
違いは見られない。一方でその他の属性との交差
項は有意であるため、エネルギーリテラシーによ
る選好の違いが見られることになる。エネルギー
リテラシーが高いほど、安い住宅購入価格、年間
電気・ガス料金削減額が大きいこと、補助金額が
大きいこと、太陽光パネルが設置されていること
を選好する。特にエネルギーリテラシーが高いほ
ど、太陽光パネルが設置されていることを選好す
るという結果は政策的にも重要であり、個人のエ
ネルギーに対するリテラシーを高める、情報を提
供することが、ZEH 型の省エネ住宅の普及に貢

ともに有意でなかった。エネルギーの一般的な知
識があるかどうかは、省エネ住宅の選択には影響
しないことが分かる。

表22　推定結果
4.1追加的支払い額 4.2選択モデル

係数 係数
再エネ 7.2076 −0.0732 *
全般 10.6689 −0.0837
政策 −0.2413 0.0564 **
行動 １ −0.0184 0.0543 ***
行動 ２ 10.4409 *** −0.068 ***
金融 −17.9575 * −0.167 **
投資 −13.3582 0.1971 ***
定数項 226.4457 *** −1.3769 ***
***：有意水準 １ ％、**：有意水準 ５ ％、*：有意水準10％

　次にランダムパラメーターロジットモデルの推
定結果を考察する。まずエネルギーリテラシー変
数を考慮しない、省エネ住宅の属性に対する選好
を考察する。表23の推定結果より、個人は省エネ
住宅の初期費用が低下し、年間電気・ガス料金削
減額が大きく増加すると購入する。さらに補助金
額が増加し、CO2削減率が高くなれば購入する。
太陽光パネルを設置している省エネ住宅を選好す
る。一方でエネルギー効率性のランクを示すエコ
ラベルは有意でなかった。冷蔵庫などの省エネ家
電とは異なり、住宅ではエコラベルが浸透してお
らず、参照されない可能性が高い。あるいは
CO2削減率など具体的な指標の方が選択に影響す
るとも言える。

表23　推定結果
（ランダムパラメーターロジットモデル）

係数
ランダムパラメーター
年間電気・ガス料金削減額 0.0552 **
補助金額 0.0057 ***
CO2削減率 0.0046 ***
エコラベル 0.0144
太陽光パネル 0.0014 ***
非ランダムパラメーター
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プのみがエコラベル表示でエネルギー効率が高い
ことを評価する。ただし第四四分位グループのみ
が CO2削減率が有意でなく、CO2削減率が高いこ
とは省エネ住宅の選好には影響しない。これは全
サンプルの結果と逆であり、エネルギーリテラ
シーが高い人は具体的な CO2削減率ではなく、
エコラベル表示に反応していると言える。
　ランダムパラメーターロジットモデルでは、ベ
イズの公式を利用して、各属性に対する個人のパ
ラメーターを計算できる。この結果を利用して、
各属性に対する個人の WTP を計算し、それを被
説明変数、エネルギーリテラシーに関する変数を
説明変数として最小 ２ 乗法で回帰分析した。表26
は推定結果をまとめたものである。再生可能エネ
ルギーとエネルギー全般に関するリテラシーに関
する説明変数はすべての属性に対して有意でな
かった。これらのリテラシーを持つ個人は省エネ
住宅のいずれの属性も評価していないことになる。
再エネのリテラシーのある個人が CO2削減率や
太陽光パネルを評価していないのは想定外であっ
た。先の分析結果と同様、固定価格買取制度の買
取価格が低下傾向にあることを知っている個人は
太陽光パネルの設置に利益を見出していないこと
からこのような結果が得られたとも考えられる。
普段の生活において省エネ行動を実施している人
は、年間運転費用削減額が大きいこと、CO2削減
率が高いこと、エコラベルで高いエネルギー効率
が示されていることを高く評価している。再エネ
やエネルギー全般のリテラシーがあるかよりも、

献することが示される。

表24　推定結果（交差項）
係数

住宅購入価格×エネルギーリテラ
シー

−0.0005 ***

年間電気・ガス料金削減額×エネ
ルギーリテラシー

0.0162 ***

補助金額×エネルギーリテラシー 0.0006 ***
CO2 削減率×エネルギーリテラ
シー

−0.0001

エコラベル×エネルギーリテラ
シー

0.0156

太陽光パネル×エネルギーリテラ
シー

0.0003 **

***：有意水準 １ ％、**：有意水準 ５ ％、*：有意水準10％

　次に、エネルギーリテラシーを四分位グループ
で分割し、グループごとにランダムパラメーター
ロジットモデルで推定し、結果を比較した。表25
は係数と有意性をまとめたものである。第四四分
位グループが最もリテラシーの高いグループであ
る。住宅購入価格と補助金額についてはすべての
グループで同じ結果である。エネルギーリテラ
シー水準に関わらず、初期費用の安い省エネ住宅
と高い補助金額を選好する。エネルギーリテラ
シーの高い第三、第四四分位グループに注目する
と、第四四分位グループのみエコラベルが有意水
準10％であるものの、係数の符号が正である。最
もエネルギーリテラシーが高い第四四分位グルー

表25　推定結果（グループ分け）
第一四分位 第二四分位 第三四分位 第四四分位
係数 係数 係数 係数

年間電気・ガス料金削減額 −0.003 0.0555 *** 0.0647 *** 0.1361 ***
補助金額 0.0028 *** 0.0056 *** 0.0064 *** 0.0092 ***
CO2削減率 0.0048 *** 0.0047 ** 0.0055 ** 0.0038
エコラベル −0.0564 0.0512 0.0167 0.1216 *
太陽光パネル 0.001 0.0004 0.0029 *** 0.0015
住宅購入価格 −0.0012 *** −0.0027 *** −0.0026 *** −0.0058 ***
定数項 １ −1.7416 *** −1.7175 *** −1.5989 *** −1.9722 ***
定数項 ２ 0.2189 *** 0.4024 *** 0.3089 *** 0.1019
***：有意水準 １ ％、**：有意水準 ５ ％、*：有意水準10％
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する。表27は推定結果である。エネルギーに関し
て実施されている政策をより多く知っている人と
日常生活において省エネ行動を実施している人は
潜在クラス １ に入る傾向にあるため、省エネ住宅
の選択にあたり、安い初期費用、年間電気・ガス
料金削減額が大きいこと、補助金額が多いこと、
CO2削減率が高いこと、エコラベルで高いエネル
ギー効率が表示されていること、太陽光パネルが
設置されていることを重視する。一方で多くの節
電対策を実施した人は、潜在クラス ２ に入る傾向
があり、安い住宅購入価格、年間電気・ガス料金
削減額が大きいこと、補助金額が多いことを重視
する。ここでも再エネのリテラシーがあることと
一般的なエネルギーに関する知識のある人は選好
に影響しない。金融リテラシーがある人は潜在ク
ラス １ と ２ で符号が負で有意、投資リテラシーが
ある人は潜在クラス ２ で符号が負で有意である。
つまり潜在クラス ３ に入る傾向にあると考えられ

日常生活での行動においてエネルギーリテラシー
の高い人が省エネ住宅を選好すると考えることも
できる。金融リテラシーは年間運転費用削減額、
CO2削減率、エコラベルにおいて、係数の符号が
負で有意であった。金融リテラシーの高い人はこ
れらの属性を評価しない。逆に、投資リテラシー
では、年間運転費用削減額、補助金額、太陽光パ
ネルにおいて、係数の符号が正で有意であった。
投資リテラシーの高い人は、初期購入費用が安い
ことよりも、年間運転費用削減額が大きいこと、
補助金額が高いこと、太陽光パネルが設置されて
いることを高く評価している。このような人は太
陽光パネルを設置することで、中長期的に電気代
を削減でき、余剰電力から売電収入を得られるこ
とを見込んでいると言える。ZEH 型省エネ住宅
の普及には個人の投資リテラシーを高める必要も
あると言える。
　最後に潜在クラスターモデルの推定結果を考察

表26　推定結果（個別 WTP）
年間運転費用削減額 補助金額 CO2削減率

係数 係数 係数
再エネ 0.8561 −0.0357 −0.1156
全般 −1.9401 0.0028 −0.0813
政策 1.0433 * 0.0562 0.0791
行動 １ 0.6415 *** 0.0116 0.1111 ***
行動 ２ 0.0542 −0.032 −0.042
金融 −4.2969 ** −0.0712 −1.0675 ***
投資 3.9474 ** 0.7463 *** 0.3266
定数項 −6.8769 0.7658 −1.7613

エコラベル 太陽光パネル
係数 係数

再エネ −3.9418 −0.0207
全般 −2.1854 0.0664
政策 4.2262 * 0.0437
行動 １ 4.4178 *** 0.009
行動 ２ −1.4102 −0.0544 *
金融 −18.2527 ** −0.0345
投資 7.4113 0.463 ***
定数項 −155.43 *** −0.3344
***：有意水準 １ ％、**：有意水準 ５ ％、*：有意水準10％
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第 ６ 節　結論と政策的含意

　本稿では、個人のエネルギーに関する知識や省
エネ行動が省エネ住宅、とりわけ太陽光パネルが
設置されている ZEH 型省エネ住宅の選好にどの
ように影響するかを実証分析した。省エネ機器や

るため、安い初期費用、年間電気・ガス料金削減
額が大きいこと、補助金額が多いこと、CO2削減
率が高いことを重視するが、エコラベルや太陽光
パネルは重視しないことが分かる。

表27　推定結果（潜在クラスターモデル）
係数 係数

潜在クラス １ メンバーシップ関数（潜在クラス １ ）
住宅購入価格 −0.00203 *** 定数項 −1.60202 **
年間電気・ガス料金削減額 0.05571 *** 再エネ −0.04685
補助金額 0.00413 *** 全般 −0.02916
CO2削減率 0.00566 *** 政策 0.10698 **
エコラベル 0.07267 * 行動 １ 0.08468 ***
太陽光パネル 0.00214 *** 行動 ２ −0.0072
定数項 １ −4.01355 *** 金融 −0.6282 ***
定数項 ２ −0.14624 *** 投資 0.16525

時間選好率 −1.2098 *
潜在クラス ２ メンバーシップ関数（潜在クラス ２ ）
住宅購入価格 −0.0008 ** 定数項 1.80253 *
年間電気・ガス料金削減額 0.02601 ** 再エネ 0.13804
補助金額 0.00164 * 全般 −0.03914
CO2削減率 0.00071 政策 −0.00775
エコラベル 0.08031 行動 １ −0.00775
太陽光パネル −0.00062 行動 ２ 0.14103 **
定数項 １ −0.25304 金融 −0.92003 ***
定数項 ２ 1.15625 *** 投資 −0.48875 **

時間選好率 −0.91752
潜在クラス ３
住宅購入価格 −0.00721 ***
年間電気・ガス料金削減額 0.10716 ***
補助金額 0.01079 ***
CO2削減率 0.01204 ***
エコラベル 0.07235
太陽光パネル −0.00149
定数項 １ 1.41864 ***
定数項 ２ 0.31361 **
***：有意水準 １ ％、**：有意水準 ５ ％、*：有意水準10％
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人のエネルギーリテラシーを高めることが、省エ
ネ住宅の普及に貢献することを示せると考えられ
る。
　
謝辞
　本稿は文部科学省科学研究費助成金（20K01624）を
使用している。調査はマイボイスコム株式会社に委託
した。担当者からはアンケートの設計で貴重なコメン
トを頂いた。ここに感謝の意を表します。なお本稿の
誤り等は筆者に起因します。

注
１ ）経済産業省資源エネルギー庁『エネルギー白書

2018』
２ ）経済産業省資源エネルギー庁 https://www.enecho.

meti .go.jp/category/saving_and_new/saving/
general/housing/index03.html

３ ）経済産業省資源エネルギー庁
https://www.enecho.meti.go.jp/category/saving_and_

new/saving/general/housing/index.html
４ ）Broek（2019）では、① device energy literacy、②

action energy literacy、③ financial energy literacy、
④ multifaceted energy literacy の ４ つに分類している。

５ ）Brent and Ward（2018）、Blasch et al.（2019）で
も金融や投資のリテラシーを扱い、省エネ家電（電
球と冷蔵庫）に対する選好への影響を分析している。

６ ）Allcott and Greenstone（2012）など。
７ ）例えば、Blasch et al.（2019）では、電球と冷蔵庫

を取り扱い、エネルギーや投資のリテラシーの高い
個人は最もエネルギー効率の高い機器を選択するこ
とを明らかにしている。

８ ）選好の計測方法として、他に実際に選択されたデー
タから計測する顕示選好法（Revealed Preference 
Method, RP）がある。

９ ）住宅性能表示制度、窓の断熱性能表示制度は存在
する。（経済産業省エネルギー庁）

10）選択実験の方法は、Louviere et al.（2000）、栗山・
庄子（2005）、柘植他（2011）、栗山他（2013）を参
考にした。

11）ランダムパラメーターロジットモデルの説明は
Train（2003）や Louviere et al.（2000）、 Hensher et 
al.（2005）を参考にした。

12）潜在クラスモデルの説明は、栗山・庄司（2005）、
柘植他（2011）を参考にした。
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